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課題

時間外労働の上限規制等を定めた改正労働基準法の
定着を図る必要がある。また、長時間労働・過重労働を解
消・抑制することにより労働者の健康障害防止を図るために
は、直接行政機関による指導において法違反を是正させる
取組を行うだけでなく、年間を通じて、インターネット、リーフ
レット、ポスター等、多様な媒体を活用し、国民一人ひとりが
自身にも関わることとして過労死等及びその防止に対する関
心と理解を深めるよう、広く周知・啓発を行うことにより、長
時間労働・過重労働を解消・抑制し、労働者の健康障害
防止を図っていく必要がある。

現状分析

時間外労働の上限規制等を定めた改正労働基準法が平成
31年４月より施行された。「過労死等の防止のための対策に
関する大綱」(令和３年７月 30 日閣議決定)において、週労
働時間 40 時間以上の雇用者のうち、週労働時間60時間
以上の雇用者の割合を令和７年までに５％以下とすることが
目標されているところ、週労働時間60時間以上の雇用者の割
合は緩やかな減少傾向（令和２年は9.0％、令和３年
8.8％(令和4年版過労死等防止対策白書参照)）を示して
おり、引き続き、令和７年までの目標達成に向けた取組を推
進する必要がある。

令和６年度概
算要求額
（単位：百万
円）
2,279

令和５年度執
行見込額
（単位：百万
円）
2,425

令和５年度予
算額
（単位：百万
円）
2,425

【インプット】
①企業の労務管理者

等向けに過重労働防
止対策に必要な知識
やノウハウを習得する
ためのセミナーを実施

②夜間・休日に労働基
準法などに関して無料
で電話相談を受け付
ける、常設の「労働条
件相談ほっとライン」を
設置

③労働基準法などの基
礎知識・相談窓口を
まとめた労働条件ポー
タルサイトを運営

④36協定未届事業場
等に対し、自主点等
検を実施

⑤大学・高校等でのセミ
ナーを全国で開催

①企業の労務管理者等向けセミ
ナー開催数（委託事業者から
の実施結果報告）
令和６年度：49回

②「労働条件相談ほっとライン」
の相談体制／令和6年度：
相談業務対応時間中におけ
る回線数を、日本語相談用
21回線、外国語（13言
語）各１回線それぞれ確保
する。（委託事業者からの実
施結果報告）

①「過重労働の解消のための
セミナー」参加者の満足度
令和６年度:85％

②「労働条件相談ほっとライ
ン」の相談受付件数
令和６年度:６万件

③労働条件ポータルサイトの
アクセス件数
令和６年度:108万件/年

④就業環境整備改善支援セ
ミナーでの理解度

令和６年度:70％

⑤大学・高校等において実施
するセミナー受講者の有用
度
令和６年度:80％

【アクティビティ】 【アウトプット】 【短期アウトカム】 【インパクト】

働き方
改革の
実現

・長時間労
働の是正
・過重労働
の解消

事業概要
【□新規 ☑既存 □モデル □大幅見直し】

改正労基法の履行確保のための事業場及び労働
者等に対する周知のため、企業の労務管理者等を対
象としたセミナーの実施や、夜間・休日に労働基準法
などに関して無料で電話相談を受け付ける、常設の
「労働条件相談ほっとライン」を設置、労働基準法な
どの基礎知識・相談窓口をまとめた労働条件相談
ポータルサイトの運営等を行う。

③労働条件ポータルサイトの稼
働時間／令和６年度：サイ
ト稼働時間をメンテナンス等や
むを得ない場合を除き、毎日
24時間とする。（委託事業
者からの実施結果報告）

⑤大学・高校等において実施す
るセミナー開催数（委託事業
者からの実施結果報告）
令和６年度：81回

④ 36協定未届事業場等に対
するセミナー開催数（委託事
業者からの実施結果報告）
令和６年度：383回

① 「過労死等防止
のための対策に
関する大綱」に
定める数値目標
のうち、週労働
時間60時間以上
の雇用者の割合
を５％以下にす
る（令和７年ま
で）に寄与する。

②「過労死等防止
のための対策に
関する大綱」に
定める数値目標
のうち、年次有
給休暇取得率を
70％以上とする
（令和７年ま
で）に寄与する。

【長期アウトカム】


